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要約
本稿の目的は、個人の属性やパーソナルネットワークを社会的資源として位置づけ、そ
れらの差異が、トラブル処理において人々が法律の専門家(弁護士など)へのアクセスを
試みるか否かということと、いかに関連しているのかを検討することである。
上記の関連を明らかにするため、東京都民のパーソナルネットワークに関する調査によっ
て得られたデータを男女別に分析した。男性の場合、ネットワークを媒介とした専門家へ
のアクセスに対してはネットワーク構成員がもっ情報提供者としての信頼性が、またネッ
トワーク内に含まれる専門家へのアクセスに対しては職業的地位の高い者同士による同類
結合傾向がそれぞれ影響を及ぼすことが推察された。一方女性の場合、前者の間接的アク
セスは本人の学歴と資力に影響され、後者の直接的アクセスは高学歴者同士による同類結
合傾向に影響されることが示唆された。
1.問題設定
他人との間に伺らかのトラブルが発生したとき
の解決方法は様々であるが、そのーっとして法的
な手段に訴えることがあげられる。法社会学にお
いては、社会的相互作用の中で、法という強制力
を動員して自らの期待の実現を妨げる他者の行為
を制限することを、 i法の動員J(阿部 1994)、あ
-日本学術振興会特別研究員
るいは「法使用」と呼ぶ(六本 1986)。このよう
な立場をとる場合、そこで動員・使用する法は一
つの権力資源としてみなされる(阿部 1994)。権
力資源としての法は、制度上はすべての者に平等
に分配されているはずである。しかし、法に関す
る知識の程度から社会関係を通じた弁護士へのア
クセス可能性に至るまで、実際に権力資源として
法を動員・使用するための前提条件は必ずしも平
等に分配されているわけではない。こうした諸条
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件自体もまた個々人にとっての社会的資源とみな
すとすれば、法を動員・使用するための資源は、
他の社会的資源と同様に不平等に分配されている
といえよう(阿部 1994)(注(1))。したがって、
法使用が想定されるようなトラブルが発生した際
に当事者がとる解決行動は、その人がもっ様々な
社会的資源によって左右されると考えられる。
本稿では、個人の諸属性やパーソナルネットワー
クを社会的資源として位置づけ、それらの差異が、
法使用が想定されるトラブルの解決に際して人々
が選択する手段とどのように関連するのかを、探
索的に検討することを目的とする。特に今回は、
人々が自らのもつ社会関係を利用して法律の専門
家(弁護士など)へ直接的あるいは間接的なアク
セスを試みるか否かを分析対象とする。つまり、
法使用の手段としてそうした専門家へのアクセス
を選択するか否かということが、当人の社会経済
的地位やパーソナルネットワークといった社会的
資源の差異といかに関連しているのかを探求する
ことが、本稿の課題である。
2.分析方針
2. 1 先行研究
人々のもつ社会的資源と法使用との関係に言及
した先行研究はそれほど多くない。まず理論的な
整理を行っている研究として、六本 (1986)があ
げられる。六本は人々の法使用を規定する因子と
して「人格因子」、「資源因子」、「環境因子JI制
度因子」の4点をあげ、その中の資源因子をさら
に「知識」、「資力」、「コネクション」、「諸資源の
構造的配分Jの4要素に分類している。知識とは
その人が教育によって得た知識水準や法使用に関
する経験の程度を意味する。資力は端的には収入
を指すことが多く、法的役務の利用可能性や質を
規定するとされている。コネクションとはその人
のもつ資源としてのパーソナルネットワークを指
し、それが法使用の特に重要な規定因子となるこ
とが指摘されている。諸資源の構造的配分は非常
に広義なものだが、たとえば職業的地位など、そ
の人の社会構造上の地位が法使用を規定する因子
となる場合を意味する。
欧米圏においては個人や世帯の収入と法使用と
の相関に注目した研究がいくつか見られる
(Carlin 1962、Carlin，et al. 1966なと、)。こう
したいわゆる資力の他、法に関する知識水準や法
使用の経験にも焦点を当て、訴訟を繰り返し利用
する者と 1回限りの利用者との間にある資源的差
異を理論的に考察したものとして、 Galanter
(1974)がある。また、 Kutchinsky(1966)は、
法使用のための資源の一つで、ある法知識が社会階
層の他、性別や教育程度と強く相関していること
を示している。これらの研究例は人々の諸属性の
差異と法使用との関連を扱ってはいるものの、社
会関係的資源、すなわち資源としてのパーソナル
ネットワークと法使用との関連を射程に入れたも
のではない。
社会関係的資源という点では、ネットワークと
いう語を用いてはいないが、六本(1978)が日本
において自動車事故の被害者側当事者への調査を
行い、紛争解決のために当事者に関与した者(法
律の専門家に限定されない)を「勤務先」、「親族
関係」など間柄別に分類している。この調査で、
六本はこれら関与者について「当事者が属する既
存の集団ないし社会関係内の者に直接助力を求め
る場合が殆ど全てを占めている」ことを明らかに
した。また六本は、弁護士に依頼することが避け
えない状、況に至った場合には「既存の社会関係の
外に出て弁護士を求めることを余儀なくされるが、
助力を求める範囲のそのような拡張はまた原則と
して既存の社会関係を媒介として行われる」とい
うことも示している。被害者側当事者は既存の社
会関係的資源を活用して関与者あるいは弁護士へ
アクセスすることが多い、というこの知見は非常
に参考となるが、この調査ではアクセスの前提と
なる当事者のパーソナルネットワークに関する情報
ー例えば構成員の社会経済的特性や構造的特性な
どーを得ていない。したがって、当事者が関与者や
弁護士へアクセスすることを可能にした資源として
のパーソナルネットワークの具体像は不明である。
本稿ではこれらの諸研究を踏まえ、まず人々の
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属性、その中でも特に社会経済的地位を法使用の
選択手段を左右する社会的資源として位置づ、ける。
その上で、当人のパーソナルネットワークもまた
社会関係的資源とみなし、社会経済的地位、構造
といったパーソナルネットワーク特性が法使用の
選択手段に影響をおよぼすものと考える。こうし
た立場から、以下では人々のもつ社会的資源がト
ラプル解決のための専門家へのアクセスとどのよ
うに関連しているのかを考察していきたい。
2. 2 用いるデータと変数
分析に用いるデータは、 2000年8月に東京都立
大学が郵送法で行った東京都民のパーソナルネッ
トワークに関する調査によるものである。本調査
では東京都に在住する20歳から69歳までの男女を
母集団とし、東京都全域(島瞬部を除く)から
2000ケースのサンプルを抽出した。この2000ケー
スに郵送した調査票のうち685票が返送され、そ
の中から白紙返送や回答拒否による無効票を除い
た結果、有効回答票は655票(有効回答率32.8%)
であった(注(2))。
本調査では、トラブルへの対処方法に法使用が
想定される状況として、以下のような文章を提示
した上で、下記の6つの選択肢を提示し、被調査
者に複数回答で答えてもらった(注(3))。
あなたが交差点を横断中、自動車にはねられ、
大けがを負ったとします。損害賠償について、
加害者側(保険会社も含む)は不当に低い補償
金額で示談を進めようとし、こちらの言い分を
聞く様子はありません。もし、あなたがこのよ
うな状況におかれたら、どのように対処します
か。次の中から、あなたの考えにあてはまるも
のすべてにOをつけて下さL、。
1.どのように対応すればよいか、周囲の人
に相談する。
2.法律の専門家(弁護士など)を周囲の人
に紹介してもらう。
3. 自分の知っている法律の専門家(弁護士
など)に直接相談する。
4.市区町村などの行政機関が行っている法
律相談を利用する。
5.あきらめて加害者側の示談に応じる。
6.その他(具体的に)
本稿では、法使用の手段として法律の専門家へ
のアクセスを選択するか否かを考察対象とするた
め、上記選択肢のうち、 2および3に対する回答
を従属変数として扱うこととする。 2の「法律の
専門家(弁護士など)を周囲の人に紹介してもら
うJ(以下、「紹介」と略記する)はパーソナルネッ
トワークを媒介に専門家(以下、特にことわりの
ない限り「専門家」は弁護士等の法律専門家を指
す)へアクセスすることを示し、 3の「自分の知っ
ている法律の専門家(弁護士など)に直接相談す
るJ(以下、「直接jと略記する)はパーソナルネッ
トワーク内にアクセスする専門家が含まれている
ことを示している。
何例かの先行研究にもあったように、これらの
手段の選択と関連する社会的資源としては、まず
その人の社会経済的地位を中心とする諸属性をあ
げることができょう。学歴は当人の法使用に関す
る知識の程度を司る他、教育程度の近接性から、
高学歴者のほうがこうした専門家(や将来的に専
門家となる人材)と知り合う機会は多いと思われ
る。また、職業的地位においても、職業威信スコ
アの高い職種に就いている人、あるいは専門職や
管理職に就いている人はそうでない人よりも専門
家へのアクセス可能性は高いとも考えられる。さ
らに、高収入者は法使用に際して必要な資力が備
わっているだけではなく、例えば財産管理などの
面で法的知識や専門家の助力が必要となる機会が
多くなることも想定される。これら当人の社会経
済的地位を示す諸属性については、教青年数、職
業区分、職業威信スコア、世帯収入をそれぞれ変
数として用いた。この中の職業区分に関しては、
職業分類をもとに「専門職・管理職」、「ホワイト
カラー」、「ブルーカラー」、「無職・学生」の4区
分を構成した。その他、当人の年齢を基本属性変
数として用いた。
次に、当人のもつ社会関係的資源としてのパー
ソナルネットワークについてである。今回の調査
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ではパーソナルネットワークとして当てはまる人々
を5人まであげてもらい、その人々の属性や自分
との間柄、その人々同士の関係などを回答しても
らった。そのデータを用いて、「紹介」および
「直接」の選択とパーソナルネットワーク特性と
の関連を探ることとする。ネットワークに関しで
も、まず構成員の学歴や職業的地位といった社会
経済的特性を見てみる必要がある。高学歴者や威
信スコアの高い職種に就いている人、専門職・管
理職の人がネットワークに多く含まれているほう
が専門家へのアクセス可能性が高まるという予想
を立てることは可能だろう。こうした社会経済的
特性はネットワーク構成員の平均教育年数、平均
職業威信スコア、ネットワーク内の専門職・管理
職比率という形で変数化した。また、とりわけ
「紹介」についてはネットワークが情報経路とし
て機能することが想定されるため、当人とネット
ワーク構成員との親密度やネットワーク構成員相
互の関係も視野に入れる必要がある。前者はネッ
トワークの中で特に親しいと思う人の比率と、ネッ
トワーク構成員との平均会話頻度という形で変数
化し、後者はネットワーク構成員相互の「面識の
なさ」を「開放性」として変数化した。これに関
しては、情報経路としてのネットワークは、当人
と構成員とがそれほど親しくもなく構成員相互も
あまり面識がないほうが情報の重複がなく、自分
のネットワークの外部にあるネットワークへとつ
ながる可能性も高くなるため、有用な情報を得ら
れやすいとするGranovetter(1973)他の議論を
参考にしている。さらに、保有するネットワーク
のサイズは当人が得られる情報量に影響を与える
と考えられることから、最大5人までの中で回答
者がネットワークとしてあげた人数を変数として
用いた。
以下では、上述の諸変数を用いることにより、
人々の社会的資源、すなわち属性や保持するネッ
トワークの特性が、「紹介」と「直接」という専
門家へのアクセスとどのように関連しているのか
を分析していく。その際、保持するネットワーク
の規模や構成、ネットワークへの関与の仕方など
は性別により異なるとする先行研究を参考とし
(大谷 1995、中尾 2001など)、男女別にサンプル
を分割して分析を進めていくこととする。分析順
序としては、まず専門家へのアクセスに関する回
答結果の基本集計を確認した後、「紹介」と「直
接」を順番にとりあげ、それぞれについて①属性
変数との基本的な関連を記述し、②同様にネット
ワーク変数との基本的な関連を記述した後、③属
性変数とネットワーク変数を同時にコントロール
したロジスティック回帰分析を行い、専門家への
アクセスと社会的資源との関連を探索的に検討し
ていく。
なお、本稿ではネットワークを社会関係的資源
としてとらえているが、選択された対処手段とネッ
トワーク特性との聞に関連が見られたとしても、
そのことと選択者が実際にその最大5人までのネッ
トワークを動員して当該選択手段を講じるかどう
かは分けて考えなければならない。選択した手段
に関わる対象者が最大5人までのネットワークの
中にいるかどうかを尋ねた下位質問の結果を見る
と、それぞれ「いる」と回答した人の数は選択手
段によって差が見られる(注(4)。そこで本稿では、
今回回答が得られたネットワークの特性が回答者
のもつネットワーク全体をある程度反映している
ものと想定し、議論を進めていくことにする。つ
まり、ここで得られたネットワークに関する情報
は、その人がもっ動員可能な資源としてのネット
ワークの特性を示すものであり、それらを手掛か
りに、可能性としてどのようなネットワークをも
っ人が専門家へのアクセスを選択するのかを本稿
では見ていく。
3.基礎集計結果
まず、法使用が想定される状況において専門家
へのアクセスを選択するか否かについて、得られ
た回答の単純集計を見てみよう(表 1)。
表 1 選択手段の単純集計
N はい いいえ
専門家を紹介してもらう 642 36.1% 63.9% 
直接専門家に相談 642 23.4% 76.6% 
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表2 回答者の性別と選択手段
専門家を紹介してもらう 直接専門家に相談する
N はい いいえ 有意差 N はい いいえ 有意差
??
??
??
?????
? ?
???
?
? ??
? ?
? ?
?
??? ? ?
〈
?
??
???
??
，?
??
?
?? ?
????
?
?
? ?
?
「紹介」を選択した人が全体の36.1%であるの
に対して「直接」を選択した人は23.4%となって
いる。これは、専門家と直接知り合いになる機会
が紹介を依頼する相手との問機会よりも強い制約
を受けることを意味すると思われ、本稿の趣旨に
照らし合わせるならば、その制約は社会階層的要
因と深く関連していると予測される。
そして、選択手段の回答結果を男女別にクロス
集計した結果を示すと表2のようになった。
このように、「紹介」、「直接」とも性別によっ
て回答結果に有意な差が見られ、「紹介Jは若干
ではあるが女性のほうが多く選択する傾向にある
のに対し、「直接」は男性のほうが明らかに多く
選択する傾向にある。こうした傾向は性別による
社会的資源の分配の差異を反映したものであると
も予想され、男女別にサンプルを分割して分析す
る意義を補強してくれる結果ともいえよう。
* 
291 31.3% 68.7% 
351 16.8% 邸.2%
これらの基礎集計結果を踏まえ、以下ではサン
プルを男女別に分割し、「紹介」と「直接」それ
ぞ、れの回答結果について属性変数およひeネットワー
ク変数との関連を概観した後、当該手段の選択を
規定する要因を探索的に検討するため、両変数を
同時にコントロールしたロジスティック回帰分析
を行う。
4.紹介を通じた専門家へのアクセス
4. 1 田答者の属性との関連
「紹介」への回答結果と回答者の諸属性との関
連を男女別に示したのが表3である。年齢、教育
年数、職業威信および世帯収入では平均値の比較
を行い、職業区分についてはクロス集計を行った。
まず男性では、年齢に関して「紹介」の選択者
表3 「専門家を紹介してもらう」と回答者の属性(男女別)
男 性 女 性
N はい いいえ 有意差 N はL、 いいえ 有意差
年齢(平均) 291 43.09歳 46.34歳 + 351 42.91歳 45.93歳 + 
教育年数(平均) 291 13.71年 13.47年 351 13.20年 12.65年 * 
職業区分
専門職・管理職 103 30.1% 69.9% 68 35.3% 64.7% 
ホワイトカラー 60 30.0% 70.0% 9 46.5% 53.5% 
ブルー カラー 82 34.1% 65.9% 48 35.4% 64.6% 
無職・学生 42 38.1% 61.9% 125 39.2% 60.8% 
職業威信(平均) 234 5.47pts 55.37pts 203 51.81pts 52.62pts 
世帯収入(平均) 285 942.39万 834.72万 341 1005.88万 823.90万 キネ
十:P<.1* :P<.05 * * :P<.01 (クロス表ではカイ二乗検定、平均値の比較ではt検定による)
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と非選択者との聞に有意差が見られ、選択者のほ
うが平均で3歳ほど若年となっているが、その他
の属性に関しては結果に有意差が見られなかった。
女性については、年齢、教青年数および世帯収入
との関連で有意差が見られた。年齢はやはり選択
者のほうが若年傾向にあり、教育年数では選択者
のほうが高学歴となっている。また、世帯収入で
は選択者のほうが平均で150万円以上の高収入で
あることが読みとれる。このように「紹介」とい
う手段では、女性の場合のみ社会経済的地位との
関連が確認された。
4. 2 ネットワークとの関連
次に、「紹介」への回答結果と回答者のもつネッ
トワークとの関連を、平均値の比較という方法で
男女別に表したのが表4および表5である。
表4からわかるように、男性においては、「紹
介」の選択者と非選択者との聞にネットワーク特
表4 「専門家を紹介してもらう」とネットワーク特性(男性)
lま L 、 いいえ
N 平均 標準偏差 N 平均 標準偏差 有意差
ネットワーク規模
あげられた人数 93 4.23 1.34 192 4.16 1.35 
構成員属性
教育年数 90 13.74 2.侃 190 13.41 1.84 
職業威信スコア 81 58.68 11.38 167 57.08 10.19 
専門職・管理職率 91 0.31 0.30 196 0.28 0.31 
親密度
親しさ 90 0.57 0.34 186 0.57 0.36 
話す頻度 91 2.80 0.75 196 2.65 0.83 
ネットワーク構造
開放性 84 0.36 0.29 1関 0.36 0.30 
+ :P<.l * :P<.05 * * :P<.01 t検定による
表5 「専門家を紹介してもらう」とネットワーク特性(女性)
lま し、 いいえ
N 平均 標準偏差 N 平均 標準偏差 有意差
ネットワーク規模
あげられた人数 138 4.5 0.91 210 4.62 0.87 
構成員属性
教育年数 137 13.41 1.70 210 13.23 1.61 
職業威信スコア 123 臼.75 8.69 182 55.56 8.53 
専門職・管理職率 139 0.20 0.26 212 0.21 0.25 
親密度
親しさ 136 0.62 0.34 212 0.61 0.34 
話す頻度 139 2.74 0.53 212 2.61 0.69 + 
ネットワーク構造
開放性 124 0.34 0.28 200 0.36 0.28 
+ :P<.l * :P<.05 * * :P<.Ol t検定による
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性に関して有意差のある結果はまったく見られな
かった。一方、表5によると、女性についてはネッ
トワーク構成員との会話頻度において選択者と非
選択者との聞に有意差が見られ、「紹介」の選択
者のほうがネットワーク構成員と会話をする頻度
が高くなっている。しかし、ここでもネットワー
クの社会経済的特性との有意な関連は確認できな
かった。また、情報経路的資源としてのネットワー
クを司ると思われる開放性についても有意差のあ
る結果は見られず、数値のみを見るとむしろ非選
択者の開放性のほうが若干高くなっている。
4. 3 総合的な分析
以上の分析を受け、「紹介」の選択/非選択の
規定要因を探るため、属性変数とネットワーク変
数を独立変数としたロジスティック回帰分析を男
女別に行った。
まず、男性サンプルを対象とした分析結果を示
したのが表6である。
表6r専門家を紹介してもらうJ(男性)
「はいJ=1 rいいえJ=0 N=220 
ロ:iJ.テイヲク
有意差優比回帰係数
モデルカイ二乗値 10.15 
<属性変数>
年齢 0.00 
教育年数 0.00 
職業区分(無職・学生が基準カテゴリー)
専門職・管理職 一0.60 0.54 
ホワイトカラー -0.33 0.71 
ブルーカラー 0.28 1.33 
世帯収入 0.00 
<ネットワーク変数>
ネットワーク規模
あげられた人数 0.02 
構成員属性
教育年数 0.18 
職業威信 0.01 
親密度
親しさ -0.21 
話す頻度 0.43 + 
ネットワーク構造
開放性 0.00 
Constant -5.12 
+ :P<.l * :P<.05 * * :P<ρ1 
男性についてはモデルの有意性がないことに留
意が必要であろう。「紹介」の選択に対して有意
な効果を示した独立変数はネットワーク構成員と
の会話頻度のみであり、ロジスティック回帰係数
が正の値となっていることから、会話頻度が多い
人ほど「紹介」を選択する傾向にあるということ
になる。属性変数、ネットワーク変数とも社会経
済的特性を示すものの効果はまったく見られず、
ネットワークの構造特性を示す開放性にも同様に
効果は見られなかった。なお、「紹介」の経路を
想定し、「友人j、「同じ会社の人」といった間柄
の人がネットワーク内に占める比率や本人の勤務
先の企業規模を変数として投入したモデルでも分
析を試みたが(注(5)、いずれの変数についても有
意な効果は認められなかった。
次に、女性サンプルのみを対象にほぼ同様の分
析を行った結果を表7に示した。ただし女性の場
合は男性と就業状況が異なることを考慮し、本人
の職業的地位を示す変数として「有職/無職」を
表すダミー変数を用いた。
表7r専門家を紹介してもらうJ(女性)
「はいJ=1 rいいえJ=0 N=277 
ロジスティッ夕
日 有意差優比
回帰係数
モデルカイ二乗値 15.29 
<属性変数>
年齢 0.00 
教育年数 0.16 + 
職業区分(無職が基準カテゴリー )
有職 -0.18 O.回
世帯収入 0.00 * 
<ネットワーク変数>
ネットワーク規模
あげられた人数 0.05 
構成員属性
教育年数 0.18 
職業威信 0.01 
親密度
親しさ 0.13 
話す頻度 0.26 
ネットワーク構造
開放性 -0.05 
Constant 0.48 
+ :P<.l * :P<.05 * * :P<訓
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表8 「直接専門家に相談するJと回答者の属性(男女別)
男 性 女 性
N はい いいえ 有意差 N はい いいえ 有意差
年齢(平均) 291 43.84歳 45.97歳 351 44.37歳 44.81歳
教育年数(平均) 291 14.23年 13.24年 * 351 13.41年 12.76年 * 
織業区分 * 
専門職・管理職 103 40.8% 59.2% 68 26.5% 73.5% 
ホワイトカラー 60 31.7% 68.3% 9 15.2% 84.8% 
ブルーカラー 82 22.0% 78.0% 48 12.5% 87.5% 
無職・学生 42 26.2% 73.8% 125 16.0% 84.0% 
職業威信(平均) 234 57.62pts 54.37pts キ 203 54.97pts 51. 71pts * 
世帯収入(平均) 285 951.67万 部1.54万 + 341 1001. 79万 875.79万
+:P<.1 * :P<.05 * :P<.01 (クロス表ではカイ二乗検定、平均値の比較ではt検定による)
女性サンプルを対象としたこの分析においても
モデルの有意性は確認されなかった。個別の独立
変数を見てみると、本人の教育年数と世帯収入が
それぞれ有意なプラスの効果を示していることが
わかる。したがって、女性では教育年数が長いほ
ど、また世帯収入が多いほど「紹介」という手段
を選択する傾向が強いということになる。本人の
教育年数と世帯収入は個別に見た際にも有意な関
連が示されたが(表3)、他の変数をコントロー
ルしでもなお独立の効果が確認された。その一万
で、ネットワーク変数の中で有意な効果を示した
ものはなかった。
5.ネットワーク内の専門家へのアクセス
5. 1 回答者の属性との関連
次に、自分のネットワーク内に含まれる専門家
に直接アクセスするか否かを示す「直接」への回
答結果について、まず回答者の属性との関連から
見てみることにする(表8)。
男性においては、社会経済的地位を示す属性す
べてについて有意な結果が見られ、教青年数、職
業威信スコア、世帯収入ではいずれも「直接」の
選択者のほうが高いポイントを示しており、職業
区分でも専門職・管理職で選択者の割合が最も大
きくなっている。一方女性では、教育年数と職業
威信スコアとの関連にのみ有意な結果が臨忍され、
やはりいずれも選択者のほうが高ポイントとなっ
ている。有意差は見られないものの、女性の場合
も職業区分と世帯収入に関する結果で男性と同様
の傾向を示している。これらの結果は、自分のネッ
トワーク内に専門家が含まれるか否かが本人の社
会経済的地位と深く関連していることをうかがわ
せるものであり、とりわけ男性においてそうした
傾向が明確に表れたといえよう。
5. 2 ネットワークとの関連
続いて、「直接」への回答結果とネットワーク
との関連を確認してみる。表9が男性を、表10が
女性を対象とした分析結果である。
男性においては、ネットワークの教育年数とネッ
トワーク内の専門職・管理職比率が「直接」への
回答結果と有意な関連をもっており、選択者のも
つネットワークのほうが高学歴で、ネットワーク
内の専門職・管理職比率も高くなっている。女性
の場合でも同様にネットワークの教育年数と専門
職・管理職比率において有意な関連が確認され、
やはりいずれも「直接」の選択者のネットワーク
のほうが高ポイントとなっている。本人の属性に
関する分析結果(表8)も併せて考えると、男女
とも選択者には学歴や職業的地位といった社会経
済的地位の高い人が多く、その人のもつネットワー
クの社会経済的地位も同様に高い様子がうかがえ
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表9 i直接専門家に相談する」とネットワーク特性(男性)
N 
ネットワーク規模
あげられた人数 90 
構成員属性
教育年数 90 
職業威信スコア 82 
専門職・管理職浮 91 
親密度
親しさ
話す頻度
ネットワーク構造
開放性
86 
91 
79 
はい
平均 標準偏差
4.27 
13.98 
回.85
0.37 
0.60 
2.66 
0.37 
1.24 
1.74 
10.32 
0.33 
0.35 
0.75 
0.31 
+:P<.1 * :P<.05 * :P<訓 t検定による
N 
195 
190 
166 
196 
190 
196 
171 
いいえ
平均 標準偏差 有意差
4.14 
13.30 
56.99 
0.26 
0.56 
2.71 
0.35 
1.39 
1.96 
10.70 
0.29 
0.36 
0.84 
0.29 
* 
*キ
表10 i直接専門家に相談するJとネットワーク特性(女性)
N 
ネットワーク規模
あげられた人数 59 
構成員属性
教育年数 59 
職業威信スコア 54 
専門職・管理職率 59 
親密度
親しさ
話す頻度
ネットワーク構造
開放性
59 
59 
58 
はい
平均 標準偏差
4.74 
13.65 
56.77 
0.27 
0.62 
2.64 
0.33 
0.75 
1.50 
8.61 
0.26 
0.36 
0.53 
0.25 
+ :P<.1 * :P<.05 * * :P<ρ1 t検定による
る。つまり、「直接」の選択者においてはいわば
高階層者の同類結合的な状況が推測されるのであ
る。
5. 3 総合的な分析
以上の基本的な分析をもとに、ここでは「直接」
の選択に対する規定要因を探るため、属性変数と
ネットワーク変数を独立変数としたロジスティッ
ク回帰分析を男女別に行った。なお、ここでは職
業的地位の同類結合傾向に着目し、男女とも本人
の属性については専門職・管理職であるか否かを
N 
289 
288 
251 
292 
289 
292 
266 
いいえ
平均 標準偏差 有意差
4.57 
13.23 
54.91 
0.20 
0.61 
2.6 
0.36 
0.91 
1.67 
8.56 
0.25 
o.出
O.船
0.28 
+ 
* 
示すダミー変数を、ネットワークについては専門
職・管理職の比率を、それぞれ職業的地位変数と
して用いたモデルの分析を試みた。
まず、男性を対象とした分析結果を見てみよう
(表11)。このように、属性およびネットワークと
の関連を個別に観察した際に有意な結果の見られ
た社会経済的地位変数の効果は、ここではまった
く確認されなかった。ただし、本人とネットワー
クそれぞれの社会経済的地位変数の間には比較的
高い相闘が認められるものもあり、それが結果に
反映されてしまった可能性もある(注(6)。なお、
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表1 「直接専門家に相談するJ(男性)
「はいJ=1 rいいえJ=0 N=240 
ロジステイいヲク 有意差 優比
回帰係数
モデルカイ二乗値 13.98 
<属性変数>
年齢 -0.01 
教育年数 0.02 
破棄区分(専・管以外が基準カテゴリー)
専門職・管理職 0.32 1.39 
世帯収入 0.00 
<ネットワーク変数>
ネットワーク規模
あげられた人数 0.02 
構成員属性
教育年数 0.10 
専門職・管理職率 0.49 
親密度
親しさ 0.04 
話す頻度 一0.20
ネットワーク構造
開放性 -0.27 
Constant -1.96 
十:P<.1* :P<'05 * * :P<瓜
本人の勤務先の企業規模やネットワーク構成員の
間柄を変数として加えたモデルも構成してみたが、
いずれの変数も有意な効果をもつことはなかった。
次に女性を対象とした分析結果を見てみること
にする(表12)。表12に表された通り、女性の場
合本人の属性変数では教育年数が有意なプラスの
効果を示し、ネットワーク変数では話す頻度と開
放性がそれぞれ有意なマイナスの効果を示した。
本人の学歴が高いほど「直接」が選択されるとい
う結果とともに、ネットワーク構成員との会話頻
度が低いほど、またネットワークの開放性が低い、
つまり構成員が相互に面識があるほど「直接」が
選択されるという結果が確認された。本人の学歴
の効果はともかく、会話頻度と開放性に関するネッ
トワーク特'性の効果については解釈が非常に難し
いといえよう。また、今一つ留意しておきたいの
がネットワーク内の専門職・管理職比率である。
その効果自体が有意ではないため参考事項として
あげるに止めるが、ロジスティック回帰係数の向
きがマイナスになっていることから、女性の場合
は職業的地位における同類結合傾向が見られない
表12 「直接専門家に相談するJ(女性)
「はいJ=1 rいいえJ=0 N=316 
ロジステイ日ヲ夕 有意差 優比
回帰係数
モデルカイ二乗値 19.85 * 
<属性変数>
年齢 0.00 
教育年数 0.18 十
職業区分(専・管以外が基準カテゴリー)
専門職・管理職 0.63 1.89 
世帯収入 0.00 
<ネットワーク変数>
ネットワーク規模
あげられた人数 0.35 
構成員属性
教育年数 0.05 
専門職・管理職率 一0.06
親密度
親しさ 0.49 
話す頻度 -0.63 * 
ネットワーク構造
開放性 -1.14 + 
Constant 5.46 * 
+:P<.1 * :P<.05 * :P<訓
可能性も考えられる。
6.結果の確認と考察
ここで¥これまでの分析結果を確認し、若干の
考察を加えておきたい。
まず、ネットワークによる紹介を通じて専門家
へアクセスするか否かについては以下のような結
果となった。
男性においては、属性およびネットワーク特性
の基礎的な分析の段階では「紹介」の選択との有
意な関連はほとんど見られなかった。続けて属性
変数とネットワーク変数を同時に投入したロジス
ティック回帰分析を行った結果、モデル自体に有
意性が認められなかったが、ネットワーク構成員
との会話頻度にのみ有意な正の効果が確認された。
つまり男性の場合、「紹介」の選択に影響を与え
ているのはネットワーク構成員との会話頻度であ
り、それが多いほどこの手段が選択されるという
結果となった。本稿では当初Granovetter(1973) 
等の議論を参考とし、ネットワークを情報経路的
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資源と位置づけたため、「紹介」の選択者はネ
ットワークとの親密度がそれほど高くなく、かっ
ネットワークの開放性は高いと予測した。その上
で、専門家を紹介してもらえる可能性が高いネッ
トワークの特性として、平均教育年数や平均職業
威信スコアが相対的に高いのではないかという予
測も立てていた。だが、男性におけるこの結果は
前述の予測を裏切るものとなった。ここで効果が
認められた会話頻度が何を意味するものであるか
を解釈するのは難しいが、有意な結果ではないも
のの、ネットワーク構成員との親しさの効果が負
の値を示しているため、それを単なる心情的な親
密度と見なすことはできないであろう。そこで本
稿では以下のような解釈を試みたい。交わされる
会話の情報交換的側面に着目するならば、会話頻
度はネットワーク構成員の情報提供者としての信
頼性を高めると想定される。つまりこの信頼性が
「紹介」の選択に影響を与えているのではないか
ということである。法使用が想定されるようなト
ラブルは自ずと深刻な場合が多く、安心して事案
を相談できる専門家にアクセスするためには、そ
の紹介を依頼する相手への信頼性は重要な要素と
なろう(注(7)。
一方女性の場合は、基礎的分析の段階で本人の
教育年数と世帯収入に、またネットワーク構成員
との会話頻度に、それぞれ「紹介」の選択との関
連が見られた。総合的なロジスティック回帰分析
を行った結果、モデルの有意性は見られなかった
ものの、ここで、は本人の教青年数と世帯収入にの
み有意な正の効果が認められ、ネットワーク特性
の効果は確認されなかった。したがって、女性の
場合はネットワークの特性とは関係なく「紹介」
を選択し、その選択は本人の教育年数と世帯収入
に規定されているということである。ネットワー
ク特性が「紹介」の選択に影響を与えないという
結果から、女性においてはネットワークを通じた
専門家へのアクセス可能性を予め判断した上でこ
の法使用手段を選択するのではない、ということ
が推測される。これを踏まえて敢えて解釈するな
らば、女性の場合は専門家へ相談するという意志
決定がまずなされ、自分のネットワーク内に専門
家がいない場合には誰かに紹介の依頼を試みる、
という順序で法使用手段の選択が行われているの
ではないだろうか。その場合、分析において効果
が確認された本人の学歴(教青年数)と資力(世
帯収入)は、当人に専門家への相談の決断を促す
要素として位置づけられると思われる。一般的に
は高学歴者のほうが法律問題に関する知識を備え
ていることが多く、設問で提示したようなトラプ
ルの場合には素人ではなく専門家の助力を得たほ
うがよいと判断する可能性は高くなるだろう。他
方で、弁護士等への相談は、相談料も含めて様々
な金銭的コストがかかることが予測されるため、
当人の資力はその決断を左右すると考えられよう。
次に、ネットワーク内に含まれる専門家への直
接的なアクセスに関して、分析結果を確認してみ
ることにする。
男性に関する基礎分析を行った結果、本人の属
性では教育年数、職業的地位(職業区分と職業威
信スコア)および世帯収入に「直接」の選択と有
意な関連が見られ、いずれもその選択者のほうが
高地位であった。またネットワーク特性では、教
青年数とネットワーク内の専門職・管理職比率に
ついてこの選択との聞に有意差のある結果が示さ
れ、選択者のネットワークのほうが平均的に高学
歴であり、専門職・管理職比率も高かった。以上
のように、各変数を個別に見た場合には本人およ
びネットワークの社会経済的地位が「直接」の選
択と関連しており、高階層者による同類結合傾向
がうかがわれる結果となったが、変数を統制した
ロジスティック回帰分析を行ったところ、これら
変数の効果はいずれも確認されなかった。先にも
指摘したとおり、属性とネットワークの社会経済
的地位変数間にはある程度高い相関関係が見られ、
それが各変数の独立の効果に影響した可能性があ
る。そこで基礎分析の結果を踏まえ、「直接」の
選択者は社会経済的地位における同類結合的なネッ
トワークを保持していると予め想定し、表11で示
したものからネットワークの教青年数と職業区分
を除外したモデルを試験的に構成してみたところ、
本人が専門職・管理職であるか否かを示す職業区
分変数のみが有意な正の効果を表した。したがっ
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て前述の想定に沿った解釈を進めるならば、男性
に関しては、特に専門職・管理職といった職業的
地位の高い者向土による同類結合的なつながりが
「直接Jの選択を規定しているのではないかと推
察される。
続いて女性についてで、あるが、まず基礎分析に
おいて属性では教青年数と職業威信スコアが、ま
たネットワーク特性では教育年数と専門職・管理
職比率がそれぞれ「直接」の選択と有意な関連を
示し、いずれも選択者のほうが高いポイントとなっ
ていた。つまり、女性についても基礎分析段階で
は男性の場合とほぼ同様の結果が得られ、やはり
ここでも高階層者による同類結合傾向が推測され
た。そして総合的なロジスティック回帰分析を行っ
た結果、本人の教育年数が有意な正の効果を表し、
ネットワーク構成員との会話頻度とネットワーク
の開放性が有意な負の効果を表した。本人の教育
年数の効果を考える際に、男性の場合と同様に基
礎分析の結果から社会経済的地位における同類結
合傾向を前提として置くならば、女性では高学歴
者同士による同類結合傾向が「直接」の選択に影
響を与えているのではないかと思われる。その一
方、問題となるのはネットワーク構成員との会話
頻度が低いほど、またネットワーク構成員相互が
知り合いであるほど「直接」を選択するという結
果のもつ意味であろう。こうした特性をもっ関係
としては、たとえば過去に学校などでお互いに知
り合い、現在はそれほど頻繁に連絡をとることの
ない友人関係等を想像することができる。そこで、
各間柄の人聞がネットワーク構成員に占める比率
を変数化して表12の分析モデルに加えてみたとこ
ろ、友人比率を加えたモデルにおいて、本人の教
育年数による正の効果とネットワークの開放性に
よる負の効果とともに、友人比率による有意な正
の効果が確認され、ネットワーク構成員との会話
頻度の効果は見られなくなった。しかし、他の間
柄一学校時代に知り合った人などーの比率を投入
しでも有意な結果が認められなかったため、ここ
で合意される友人は特定の接触機会と関連がある
わけではないようである。したがって女性の場合、
少なくとも、互いに面識のある高学歴者同士の友
人ネットワークが「直接」の選択を規定している
のではないかという推測は可能であると思われる。
以上、本稿では本人の属性およびパーソナルネッ
トワークを社会的資源と位置づける立場から、そ
れら資源の差異と法使用手段としての専門家への
アクセス選択との関連を探索的に検討してきた。
とりわけ「直接Jの選択については、今回中心的
に扱った社会経済的地位との深い関連がうかがわ
れたが、本稿で行った分析については「紹介jに
関するものも含めてまだ不十分なものがほとんど
である。今後は複数の選択手段聞の関係なども視
野に入れた上で、より轍密な分析を行う必要があ
るだろう。
注
1)阿部(1994)では法を権力資源として動員する
「能力」が平等に備わっていないと記しているが、
ここでの意味は法を動員するための諸資源の分配
に不平等が見られることを示していると思われる
ため、敢えて「資源Jという語を用いた。
2)なお、本調査は平成1年度-12年度科学研究費補
助金基盤研究(B)(1)の助成を受け実施された「年
賀状分析による拡大パーソナルネットワークの研
究J(研究課題番号11410052、研究代表者:森岡清
志、)の一環として行われたものであり、本論文は
その研究成果の一部である。
3)この選択肢の中で、 1-31こOをつけた回答者につ
いては、回答内容の相手として該当する人闘が、
別の設問で具体的にあげてもらった 5人以内のネッ
トワーク内にいるかどうかを、それぞれ下位設聞
によって尋ねている。そしてさらにその該当者が
Aさん-Eさんの誰なのかも併せて回答してもらっ
た。これらの回答も含めたより詳細な分析は今後
の課題としたい。
4) I紹介」を選択した人のうち58.1%が、紹介を依頼
する相手が5人までのネットワーク内に含まれる
と回答しているのに対し、「直接Jを選択した人に
ついてはその相手が同ネットワーク内に含まれる
と回答したのは8.1%に止まっている。
5)今回の調査ではネットワーク構成員の間柄を「配
偶者J、「子ども」、「親」、「兄弟姉妹」、「その他の
親族J、「同じ会社の人J、「学校時代に知り合った
人」、「サークル・団体などグループの仲間J、「近
所の人j、「友人」、「その他Jの1種類に分類し、
その人がどの関係に当たるのかを複数回答形式で
小山:1Vトラブル処理における専門家へのアクセスと社会的資源
答えてもらった。
6)男性サンプルにおける基本属性とネットワーク変
数との相関係数(ピアソン)はそれぞれ次の通り
である。回答者が専門職・管理職か否かとネット
ワーク内の専門職・管理職率=0.53、回答者の教
育年数とネットワークの平均教育年数=0.67、回
答者の職業威信スコアとネットワークの平均職業
威信スコア=0.59。いずれも 1%水準で有意であっ
。?
7)当人のもつ既存の社会関係を通じて弁護士にアク
セスする場合に信頼関係が重要な要件となること
については、六本(1978)でも言及されている。
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The purpose of this paper is to examine how an individual's personal network 
as a social resource would affect his/her decision to pursue legal consultations for 
conflict settlements. People in one's personal network may play two different roles 
in his/her decision: to provide legal advices themselves and/or to introduce someone 
else in legal profession. 
1 analyzed the data from a survey on personal networks of people living in 
Tokyo. The results found that males and females utilize their social resources 
differently. Male respondents with high status occupations and who have networks 
also high in occupational status are likely to obtain legal consultations from those 
in the network. In seeking introductions to legal professionals， male respondents 
tend to rely on their personal networks as agents of information. For females， on 
the other hand， their own educational level and that of the networks determine 
whether they acquire legal advice directly from those in their networks. Their own 
educational levels as well as their own economic status were found to influence 
females' decisions to utilize their networks for getting introductions to lawyers. 
